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高齢者おでかけ応援事業業務委託 仕様書 

 

 本仕様書は、門真市（以下「市」という。）が業務委託する「高齢者おでかけ応援事業」

に関し、基本的な事項を定めるものである。 

 

１ 事業名称  高齢者おでかけ応援事業 

 

２ 概  要  物価高騰の影響を受けた 65 歳以上の高齢者に対し、ギフトカードを送付し、 

生活への直接支援を図るとともに、高齢者が買い物等に出かけけるきっかけ 

とすることで、高齢者の健康増進を図るため、対象者１人あたり 7,000円分 

のギフトカードを送付する。 

 

３ 委託期間  契約締結日から令和９年２月 28日まで 

 

４ 対象者 

令和８年９月１日時点で市の住民基本台帳に登録がある 65歳以上の高齢者（生年月日

が昭和 37年４月１日以前）かつ受領の承認がある者 

  

５ 数量  

65歳以上の高齢者（生年月日が昭和 37年４月１日以前） 34,250件 

 

６ 業務内容 

（１）制度設計 

受託者は、以下のとおり事業運営を行うこと。 

ア 受託者は、本事業が円滑かつ正確に進行するよう事務局を設置する。（詳細は

⑵市民等からの相談・問合せ対応を参照） 

イ 事務局は、本事業の統括の他、窓口及びコールセンターを設置し、問い合わ

せ対応等を行う。 

ウ 受託者は、本事業が円滑かつ正確に進行するよう、市との緊密な連携のもと、

業務全体の流れを設計・提案するとともに、適切に進捗管理を行うこと。ま

た、各業務の費用配分を適切に行うこと。 

エ 受託者は、市との打合せの都度、打合せ事項についての議事録を任意様式で

２部作成し、市に提出の上、その承認を得るものとする。なお、議事録は市

及び事務局において各１部保管するものとする。 

オ 受託者は、契約締結後、速やかに事前通知文の案を作成し、市の承認を得て、

承認後速やかに、市から提供する対象者一覧表を基に（５）に記載のとおり

送付する。 

カ 受託者は、市から提供する対象者一覧表を基に（７）に記載のとおり、原則、

令和８年 11月 26日までに（７）エに記載の送付物（以下「ギフトカード等」
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という。）を送付し、その送付状況等の管理を行うこと。ただし、ここで定め

た時期までに送付ができない正当な理由がある場合には、送付時期を市と協

議できるものとする。 

キ 受託者は、未受取者へギフトカード等の再送付を行うこと。 

なお、再送付の時期は、市と事務局との協議の上、決定するものとする。 

    ク 受託者は、ギフト券の辞退者及び受取状況を管理し、市と随時共有を行うこ

と。 

ケ その他、事務局運営に必要な業務を行うこと。 

 

（２）市民等からの相談・問合せ対応 

受託者は、本事業の統括及び市民等から相談・問合せ等に対応するために、以下

のとおり事務局を設置し、運営すること。 

ア 設置期間は、原則、令和８年 11 月９日から令和９年２月 26 日までとし、人

員体制（管理者、ＳＶ含む）は、常時５名以上とし、休憩時間は、業務の実

績に応じて配置すること。 

設置期間及び人員体制については、市と受託者で協議の上、変更することが

できるものとする。ただし、ここで定めた時期までに設置ができない正当な

理由がある場合には、設置時期を市と協議できるものとする。 

イ 開設日は、原則として土・日・祝日及び年末年始（12月 29日から１月 3日ま

で）を除く月曜日から金曜日までとし、開設時間は９時 00分から 17時 30分

までとする。 

ウ 開設場所は、市庁舎内とするため、庁舎使用に伴う使用料を支払うこと。 

  場所：別館３階 旧食堂スペース（34.31㎡） 

  概算使用料：執務室 43,360円 光熱水費 23,339円（変動します） 

エ 什器は、全て受託者が用意すること。なお、電話機は５台用意すること。（内

線機能を使用するため、対応可能な電話機とすること。参考：市電話機 富

士通 d-station52b） 

  また、設置場所はオープンスペースのため、施錠可能な机等を用意するなど、

セキュリティ対策を講じること。 

オ 運営にあたり、受託者又は事務局は、対応マニュアル等を作成すること。ま

た、対応マニュアル等に加え、市から提供する「市民対応 Q&A」も活用し対応

すること。 

 マニュアルに想定のない質問があった場合は、必要に応じて市へ相談した上

で対応するとともに、「市民対応 Q&A」に追記し、コールセンター内で情報共

有すること。 

カ 送付先の変更等、個別対応が必要となる問合せがあった場合は、必ず市職員

と連携の上、対応すること。 

キ 相談・問合せ対応等を記録・管理するための受付簿（任意様式）を作成し、

記録・管理を行うこと。なお、市から指示のあった場合や業務終了時にはデ
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ータおよび書類として提出すること。 

ク 辞退者については、必要に応じ電話等で意思確認を行うこと。 

ケ 市民等からの問合せに対しては、誠意ある丁寧な対応を行うこと。 

コ その他、効果的な問合せ対応方法、または問合せを減少させるための取り組

みを実施すること。 

    サ 受付件数や主な相談・問合せ内容等を記載した日報（任意様式）を、当日中

に市高齢福祉課までメール等にて提出すること 

      提出先メールアドレス：fuk08@city.kadoma.osaka.jp（市高齢福祉課）       

 

（３）窓口での対面交付 

本事業は送付による交付を原則とするが、市が特別な事情（DV や相続人の受取り

等）と認めた場合は、事務局の窓口において、対面で交付（以下「窓口交付」と

いう。）するものとする。その際、受取人に受領書（任意様式）を記入してもらう。 

 

（４）通知文の作成 

・受託者は、事前通知文及びギフトカード送付時に同封する通知文の原稿案を作

成し、市が指定する日までに市へ提出し、市はその内容を確認した上で、原稿

を決定するものとする。 

・色数は白黒とする。 

 

（５）事前通知文の封入・封緘及び送付 

ア 受託者は、個人宛に郵便区内特別郵便にて門真郵便局より送付すること。 

  郵便区内特別郵便については、３日の配達期間猶予は認めない。 

イ 送付用の宛名データは、市から受託者へ提供するものとする。 

なお、氏名や住所等は外字に対応し、フォントは行政標準文字（STDC 明朝）

とする。 

ウ 送付に係る一切の費用は受託者が負担するものとする。 

エ 送付物の仕様は、下記のとおりとする。 

発送通数 65歳以上の高齢者 34,250件 

事前通知文 A4サイズ１枚 

市から提供した「郵便番号・住所・氏名・通知番号（以

下「宛名」とする）」の情報を記載 

市が作成する QRコードを印字 

封筒サイズ 
長３封筒（窓空き） 

市からの送付物と分かるようにデザインすること 

封入封緘 長３封筒（窓空き）に、事前通知文を封入・封緘する。 

その他 ・事務局は、市と協議した期日を遵守し、安全かつ確

実に送付を行うこと。また、送付に関して、管轄の郵

mailto:fuk08@city.kadoma.osaka.jp


－4－ 
 

便局と綿密に連絡・調整を行うこと。 

・郵便物の返戻先は、事務局とすること。 

 

（６）ギフトカード使用可能店舗一覧表の作成 

・受託者は、ギフトカードを使用することができる市内の店舗及び市近隣の商業 

施設等の情報を収集し、最新情報を用いてギフトカード使用可能店舗一覧表を

作成すること。 

・受託者は、原稿・デザイン案を市が指定する日までに市へ提出し、市はその内

容を確認した上で、原稿・デザインを決定するものとする。 

・色数はフルカラーとする。 

 

（７）ギフトカード等の封入・封緘及び送付 

ア 受託者は、ギフトカードを必要数量準備し、個人宛に配達方法を追跡できる

方法で送付すること。なお、ギフトカード等の送付は信書便に該当しない。 

イ 送付用の宛名データは、市から受託者へ提供するものとする。 

なお、氏名や住所等は外字に対応し、フォントは行政標準文字（STDC 明朝）

とする。 

ウ 送付に係る一切の費用は受託者が負担するものとする。 

エ 送付物の仕様は、下記のとおりとする。 

ギフトカード名称 JCBギフトカード 

額面 7,000円（1,000円券７枚組） 

ギフトカード同封

通知文 

A4サイズ１枚、白黒、両面印刷 

市から提供した「郵便番号・住所・氏名・通知番号

（以下「宛名」とする）」の情報を記載 

ギフトカード使用

可能店舗一覧表 

A4サイズ１枚、フルカラー、両面印刷 

ギフトカードを使用することができる市内の店舗及

び市近隣の商業施設等の情報を掲載 

封筒サイズ 
長３封筒 

市からの送付物と分かるようにデザインすること 

発送通数 

65歳以上の高齢者 34,250件 

※6-(5)に定める事前通知の発送者のうち、市の指定

するものを除いた者 

再発送通数 参考：R3実績 708件 

オ 封入・封緘の取り扱いは次のとおりとする。 

・長３封筒に、ギフトカード同封通知文、ギフトカード（1,000 円券７枚組）、

ギフトカード使用可能店舗一覧表を封入・封緘する。 

  ・簡易重量検査等を行い、封入物に誤りがないよう努めること。 
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カ 事務局は、市と協議した期日を遵守し、安全かつ確実に送付を行うこと。また、

送付に関して、配達業者と綿密に連絡・調整を行うこと。 

キ 事務局は、追跡サービスを用いて、適宜配送状況を確認し、進捗管理を行うこ

と。 

ク 送付物の返戻先は、事務局とすること。 

ケ 原則、令和８年 11月 26日までに送付することとし、1ヶ月程度で初回の送付が

できる方法により送付すること。 

 

（８）機密情報を含むデータの取扱い 

受託者（再委託先を含む）は、本業務において、機密情報を含むデータを取り扱

うに当たり、下記の事項を遵守すること。 

ア 本業務に必要な機密情報を含むデータ授受の際は、セキュリティーボックス

を使用する等、安全・確実な方法で行うこと。 

イ 授受を行うデータについては、本業務担当者以外の第三者が容易に解読でき

ないように暗号化処理を行うこと。 

ウ 本業務の作業を行う部屋は施錠ができるものとし、データの室外持ち出しを 

禁止する。 

エ パソコン使用時は ID又はパスワードにより、本業務従事者のみが操作できる

措置を講じること。 

オ 本業務において、収集及び作成したデータは、適正に管理すること。 

カ 市から提供された個人情報等は、鍵のかかるロッカー等に保管すること。 

キ 業務終了後、提供・貸与した全てのデータは市に返却し、事務局及びコール

センターのパソコン等に保存しているデータは、復元不可能な状態で消去し、

その証明書を提出すること。 

 

（９）完了報告書の作成 

受託者は、本業務終了後、速やかに本業務を総括した報告書を作成の上、市に提

出するものとし、市の承認を得るものとする。 

受取者及び未受取者を一覧にして報告すること。 

 

（10）その他注意事項 

ア 本業務の運営において必要な事務機器、事務用品及び福利厚生にかかる物

品・備品等は、受託者が調達すること。 

イ 受託者は、あらかじめ市と調整したスケジュールにより、適切に事業を管理、

進捗すること。 

ウ 各種印刷物のデータは、印刷物の納品の都度、市に提出するものとする。 

 

７ スケジュール及び提出する成果物 

（１）スケジュール（予定） 
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おおまかな事業のスケジュールは下記のとおりとする。 

作業内容 令和８年 11月 12月 令和９年１月 ２月 

事務局開設 ○ ○ ○ 〇 

封入・封緘 ○    

事前通知文発送 〇    

ギフトカード等

発送・送付管理 
○ 〇 〇 〇 

ギフトカード等

再発送・送付管理 

 
 ○ 〇 

（２）提出する成果物 

  ア 送達記録 

  イ 日報 

  ウ 受領書 

  エ 議事録 

  オ 完了報告書 

（３）成果物の検査方法 

本業務の成果物の検査は次のとおりとする。 

 ア 受託者は、本業務を完了したときは、速やかに市に報告するものとし、完了検査

を受けるものとする。 

イ 完了検査の結果、市から修正の指示があった場合には、速やかに修正を行い、再

検査を受けるものとする。 

なお、受託者における修正等の諸費用については、本業務に含むものとする。 

 ウ 受託者は、自らの責に帰すべき理由（過失や疎漏等）に起因する不良箇所及び誤

り等が成果物に生じた場合は、速やかに訂正、補足又はその他の処置をとるもの

とする。なお、上記対応に発生する費用については受託者が負担するものとする。 

エ 業務完了後であっても、受託者自らの責に帰すべき理由（過失や疎漏等）に起因

する不良箇所及び誤り等が生じた場合は、受託者の負担において速やかに適切な

処置を講じるものとする。 

 

８ ギフトカードの取扱い 

ア ギフトカードは現金と同様の扱いが必要のため、受託者は、保管及び輸送につい

て必要な防犯措置を講じ、充分なセキュリティを確保すること。また、残数（未

受取分及び未送付分）について、管理簿（任意様式）を作成し、適切に管理する

こと。 

イ 配布終了後、ギフトカードの残数分（未受取分及び未送付分）は受託者負担とす

るため、市とは変更契約することになる。 
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９ 再委託の禁止 

ア 受託者は、委託業務における総合的企画、業務遂行管理、業務手法の決定及び技

術的判断等について再委託することはできない。 

イ 受託者は、上記アに規定する業務以外の再委託にあたっては、書面により市の承

諾を得なければならない。なお、人材派遣会社よりスタッフの派遣を受ける場合

も同様とする。 

ウ 受託者は、業務を再委託に付する場合、書面により再委託の相手方との契約関係

を明確にし、契約書等の写しを市に提出するものとする。 

エ 受託者は、再委託の相手方に対して適切な指導、管理のもとに業務を実施しなけ

ればならない。 

 

１０ 調査等 

  ア 市は、必要があると認めるときは、受託者に対して本業務の処理状況について調

査し、又は報告を求めることができる。この場合において、受託者は、これに従

わなければならない。 

  イ 市は、必要に応じて事務局及びコールセンターに立入検査を行うことができる。

この場合、現場の責任者が立ち会うものとする 

 

１１ 諸事故等の処理 

受託者は、本業務履行中に生じた事故、受託者が市及び第三者に与えた損害に対して、 

一切の責任を負い、発生原因、経過、被害等の内容を速やかに市に報告するものとす

る。また、トラブルの苦情処理についても、受託者において行うこと。 

なお、損害賠償等の請求があった場合は、受託者の責任において解決するものとする。 

  

１２ 秘密の保持 

ア 受託者は、本契約から生じる一切の権利・義務を第三者に譲渡又は貸与してはな 

らない。 

イ 受託者は、本業務で知り得た内容及び関係情報等については、本業務においての 

み使用することとし、これらを他の目的に使用し、又は第三者に漏洩してはなら

ない。なお、本業務の契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

ウ 受託者は、本業務で使用する各種資料、データに含まれる個人情報及び行政機密

等の取扱いについては、紛失・漏洩のないようにしなければならない。 

エ 受託者は、本業務の実施における個人情報その他の重要な情報資産の取扱いにつ

いては個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）その他の個人情報

保護に関する関係法令及び別記「個人情報等取扱特記事項」を遵守するものとす

る。 

オ 受託者は、以下の認証を取得した者で、セキュリティ対策及び個人情報保護に 

精通し、外部への情報漏洩が無いよう徹底した管理を実施できる者でなけれ 

ばならない。 
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・(一財）日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）「個人情報保護に関する事業者 

認定制度」による認証 

JISQ15001（プライバシーマーク） 

なお、契約手続きに当たり、資格の認証期限切れ等、市にて資格不十分と判断し

た場合は、落札後であっても契約を解除するものとする。 

カ 受託者は、本業務を行うに当たり、市が求める秘密の保持に万全を尽くすよう、

業務従事者の教育・指導を徹底すること。 

 

１３ 支払い方法 

完了払 

 

１４ その他留意事項 

（１）関係諸帳簿の整備・保存 

受託者は、委託料の対象となる経費の支出状況等が分かる帳簿等を整備するもの

とし、本業務を完了し、又は中止し、若しくは廃止した日の属する年度の終了後、

５年間これを保存しておくこと。 

（２）成果品等の帰属 

本業務における成果品及び市より貸与・提供された資料等は、すべて市に帰属す 

るものとし、受託者は市の許可なく他に公表、販売、複製、貸与又は使用等をし 

てはならない。また、契約終了後においても同様の取扱いとする。 

（３）その他 

ア 本業務に関する内容については、本仕様書によるほか、受託者の提案内容に

従い、契約後詳細な打合わせにより、市及び受託者合意の上、決定するもの

とする。 

イ 本業務の実施に当たり、本仕様書に明示なき事項及び疑義が生じたときは、

は、その都度市と受託者との協議の上、市の指示を受けるものとする。 

ウ 本業務中に大幅な作業数量の増減や仕様の変更が生じた場合は、市と受託者

との協議の上、必要に応じて契約の変更を行うものとする。 

エ  市において必要と認められた場合は、作業の変更又は中止をすることがある。 

この場合は、市と受託者との協議の上、定めるものとする。 


